050 3セクター キョウドウ ノ チイキ カッセイカ プロジェクト ノ ゴショウカイ by unknown
/、_R 2'-3 S 
円 。 ~ Regional Regenera七ion
Rι 1 by 3-Sec七ors
3セクター協働の地域活性化
C~ 教育プログラム
050. 3セクター協働の地域活性化
プロジェクトのご紹介
創造都市研究科「特色となる教育体制への支援事業H3セクター協働の地域活性化教育プログラム
一公共・市民・ビジネス部門連携の地域活性化コーディネー卜人材育成jプロジェクトの御紹介
[サイトhtp:/www.gscc.osaka-cu.ac.jp/regional/概要 (抜粋)]
{創造都市研究科の概要}
創造都市研究科は、公立大学の使命のーっとして、
21世紀型都市再生モデルである創造都市等の研究と、
都市地域活性化を目的として設立された社会人向け大
学院です。2003年開設の修士課程3専攻 (者1市ビジネ
ス、都市政策、都市情報学)および2005年開設の博士
後期課程(創造都市)において、 2014年までに約1300
人が入学し、約1000人が諜程修了しました。
{目的1(現状認識)
地域の疲弊が叫ばれ、地域活性化は日本全体の喫
緊の課題となっています。地域活性化の分野において
は、 PFI.指定管理など「公民協働jの方向が現れて
いますが、(1)本プログラムは更に進んで、、従来の
公共(行政)対民間の2者関係だけでなく 「市民主体
{概念図]
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のボランティア経済セクター」を入れた3者の総合的
戦略と(概念図参照)、 (2)財政自立化のなかで「情
報通信技術 (ICT)J等を活用した効率良い戦略が中心
的になりつつあることに注目しています。
当研究科は、地域活性化 ・地域経営に関する全国の
研究科の中でも公共・市民・ビジネスの3セクターの
学生が共同で学び、かつ都市情報学専攻があるという
ユニークな構成をもち、個別の教育研究をおこなって
きました。乙う した独自性 ・実績を活かし、個別の取
組を更に総合化し、地域/行政/関係機関のおける公
共・市民・ビジネスの3セクターと大学院・研究者の
3セクター(最大3X3の組合せ)が協働する融合効
果とインタラクティブな知識の環流化により、地域活
性化人材を育てる 「地域活性化教育プログラムJをお
こないます。
【大学院外部・ 地域】
(近年の地域活性化の新しい枠組みの潮流)
[育成される人材像}
このプログラムで育成される 「地域活性化コーディ
ネータJとは、地域活性化の課題に直面したときに、
1 )自らの出自は公共 ・市民・ビジネスのいずれかの
1セクターに属する実務家や研究者であっても、他を
含めた3セクターの個々の特性を認識し、その長所を
活かして協働をデザイン・コーディネートでき、 2)
地域のネットワーク化や情報の共有を効率的に実現
するICTを活用する知識を身につけ、 3)現場のコー
ディネートと同時に暗黙知を獲得し形式知に転換する
ことにより仮設定立 ・検証をおこなって、現場に応用
する力(概念図参照)をそなえ、 4)最終的に体系化 ・
一般化をして成果としてまとめる能力により、みずか
らのキャリアアップと地域への貢献の両者を達成でき
る実務的研究者・高度専門職業人のことです。
[キャリアアップ]
既存専攻の学生および外部からの人材は、地域活
性化プログラムに参加することにより単位履修が可能
であり「地域活性化コーディネータ(仮)Jの名称を受
けることを予定しています。プログラム終了後は、現
場の知識を活かし、対立する課題を総合的に調整し
各セクターの長所を生かせる創造的な問題解決能力を
もった実務的研究者(大学等研究機関研究者 ・地域活
性化運営者)として活躍が期待されます。
{実績]
創造都市研究科は開設以来、研究科および大学重
点研究f創造都市を創造するH創造経済と都市地域再
生Jなどのプロジェクト研究において、大阪市等との
共同による国際シンポジウムを通じた世界的な創造都
市研究ネットワークを形成、地元である大阪市・大阪
市北区地域開発協議会を応援、同商業活性化協会と
提携契約を結び地域活性化プロジェクトを9回実施
し、地域活性化計画の立案・支援をしてきました。ま
たプロジェクト型の学生共同研究を重視し、開設以
来11年で毎年20数件の教員および学生数名の研究グ
ループを組織して教育研究活動の中で大きな効果をあ
げてきました。本プログラムでは、このような創造都
市研究科のプロジェクト型研究の実績を踏まえて、 3
セクター(公共 ・市民 ・ビジネス)の学生が共同で学
ぶ構造および関係機関との連携の上に、新たな知識的
統合を目標として、総合的人材「地域活性化コーディ
ネータ」の養成をめざすものです。
051.観光産業振興のツール、アメリ力の
TBID:三セクターの協働による実践と
成果
柏木宏 (大阪市立大学大学院創造都市研究科都市政策専攻・教授)
1 .はじめに
2013年6月、安倍内閣が決定した成長戦略では、
「観光立国ニッポンJが重点分野のひとつとして位置
づけられた。日本だけではない。いまや観光には、
世界経済の牽引役ともいえる大きな役割が期待され
ている。実際、 世界旅行産業会議 (WTTC)の推計に
よれば、 2006年の観光産業の規模は、世界の国内総
生産 (GDP)の約10.3%に相当する4兆9638億ドルに
達した。また、世界観光機関 (UNWTO)は、観光が
121世紀最大の産業」になると予測している。
観光産業の中で特に注目されているもののひとつ
に、 MICEがある。 日本政府も2013年6月に閣議決
定した「日本再興戦略Jにおいて、 MICEは今後の日
本の観光、さらには経済活性化にとって重要なもの
と位置づけた。MICE(マイス)とは、企業などの会
議 (Meeting)、企業などの報奨 ・研修旅行 (Incentive
3 
Tour)、各種団体の大会・ 会議や学会(Convention 
またはConference)、展示会・見本市やイベント
(ExhibitionまたはEvent)の総称であり、ビジネス
性の高い会議や旅行全般をさす。国や都市は、乙の
MICEの誘致を競p合っている。
ここでカギを握るのは、誘致活動のための財源だ。
この財源との関係で、注目される可能性が強いの
が、アメリカの観光産業改善地区 (TourismBusiness 
Improvement District、以下TBID)である。筆者は、
2013年9月、カリフォルニア州ノTー クレー市のTBID
とTBIDを認可した市の担当者にヒアリングをする機
会をえた。 以下、 その知見も含め、アメリカにおけ
るTBIDの背景や制度、設立や運営状況などの概要を
見た上で、パークレー市の事例の検討を通じて、観
光産業の振興におけるTBIDの意義について考えてい
きたい。
